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1　背景
 本稿は、産業技術総合研究所（以下、産総研と略す）が
2008年1月に創刊したジャーナルSynthesiologyについて、
イリノイ大学日本人研究者らと行った討論をもとに、執筆者
らの考察を述べる論説である。
　まず最初に、本稿を執筆するに至った背景を簡単に述べ
る。ジャーナル創刊当時執筆者の一人である大崎は、産総
研の在外研究派遣制度により、2007年6月からイリノイ大学
に 1年間の滞在予定で、システム検証技術とツリーオートマ
トンの研究に従事していた。また、研究のかたわら、自らの
研究分野を解説する講義をイリノイ大学大学院生らに試行
したり、計算機分野の日本人研究者らを対象としたセミナー
（CSセミナーと呼ぶ）の運営に関わっていた。 
　CSセミナーは、イリノイ大学の日本人研究者らに研究交
流の場を提供することを目指して2007年8月から始まった。
セミナーの趣旨はおよそ次の通りである。専門分野の違う
研究者らに対し、各人の研究内容や主張を紹介することを
目的とする。セミナーの参加者は、自らの経験や知識にもと
づいて意見や質問ができる。セミナーでは、話題提供者によ
る発表とともに、自由討論の場を提供する。
　セミナーの回を重ねるごとに、参加者の背景は明らかに
なっていく。同じ計算機分野と言えども、研究スタイルや研
究を通じた社会との関わり方は、大きく違っていた。大学教
員、大学院生、または研究員という立場の違いも、各人の考
え方に大きく影響しているようであった。
　こうしたCSセミナーという場を借りて、大崎が話題提供
者となって新ジャーナルやその背景にある産総研の理念を
説明し、セミナー参加者による討論会を2008年3月に行っ

た。産総研が取り組む新たな挑戦は、自己満足に陥ってい
ると一蹴されるのか、それとも傍目八目（おかめはちもく）
の諺どおり、当事者以上に産総研の取り組みの是非は見通
されているのか、振ってみなければ賽（さい）の目は分から
ない、という状況であった。
　事前に、シンセシオロジー編集委員会からは、座談会形
式の記事が提案された。しかし、自由討論の雰囲気を壊し
たくない、また、あくまで本稿の主張は明確にしておきたい
という2つの理由から、編集委員会からの提案は採用され
なかった。
　したがって本稿では、セミナーで自由に発言された研究
者らの意見を引用しながら、執筆者らの考察を中心に据え
て本文をまとめている。 

2　学術研究とフィールドワーク
　産総研が目指す本格研究は、3種類に分類された研究か
ら成る。それらは、第1種基礎研究、第2種基礎研究、製品
化研究と呼ばれる。以下、本格研究に関する記事[1]をもと
に、用語や基本概念の説明を行う。
　第1種基礎研究は、「閉じた領域の特定知識をもとに、そ
の領域知識と矛盾しない新しい知識を実現する研究」と定
義される。既存の知識との相互干渉を起こさない独立性を
もった新たな知識を獲得し、それを整理して知識体系全体
に寄与することを目的とする研究である。一般的には、「学
術研究」と呼ばれる。
　第2種基礎研究は、「領域無限定の知識を融合し、必要
に応じて新知識を創出して、社会的に認知可能な表現形態
を実現させる研究」と定義される。知識の領域に限定を設
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けないため、研究プロセスに独自性がある。従来の学術研
究の基準では、研究プロセス自体を研究成果として取り上
げることは難しいため、苦労のわりに学術論文などの成果
物を生みにくいと評される。また、目に見える成果を得るま
でに長い時間を要したり、研究遂行のために解決すべき問
題が多岐に渡っていたりするなど、多くの研究リスクが常に
付きまとうことも特徴である。
　しかし、研究者のもつ知識と専門的な技能を生かして、
社会が求める成果を得ようとする活動こそが、基礎研究と
社会生活とが互いの存在を確認し合える機会を作る。執筆
者の一人である大崎が所属するシステム検証研究センター
では、社会を観察し、それを説明する枠組みを作る研究を
「フィールドワーク」と呼んでいる[2]。上述の第2種基礎研究
の定義に照らすと、第2種基礎研究をフィールドワークと呼
ぶことに、あまり抵抗がないのではないだろうか。
　一方で、一般にはまだ馴染みの薄い2つの基礎研究の概
念を、言葉による定義だけで直ちに理解することは難しい。
そこで、CSセミナーの解説では、図1に示す概念図を作成し
て、第1種、第2種基礎研究の説明に用いた。 
　2種類の基礎研究は、左右2つの楕円で表現した。2種類
の基礎研究が相互に作用し合う様子は、一方から他方へ向
かう大きな矢印で表現した。つまり、第1種基礎研究と第2
種基礎研究を往き来することを、楕円を結ぶ大きな矢印を
通じて、一方から他方へ往来する様子で表現する。さらに、
2種類の基礎研究の特徴を説明するために、第1種基礎研
究は自己完結した円運動から成り、第2種基礎研究は全領
域を横断的に流れる動きから成る、という解説を加えた。
　第1種基礎研究と第2種基礎研究は、いずれも製品化研
究へ移行可能である。そこで、「イノベーションを実現する
研究方法論」[3]で示された概念図とは異なるが、製品化研
究を表す領域は、2種類の基礎研究の中間に配置した。図
は、2種類の基礎研究を連続的に往来しながら、結果として

製品化研究へつながっていくことを表している。 
　CSセミナーの参加者には若い研究者も含まれており、「2
種類の基礎研究を往き来するというイメージを掴みにくい」
（大門）という感想もあったが、ここまでの説明に特段の異
論や質問はなかった。 

3　第2種基礎研究=実用化研究 ?
　基礎研究で得られた研究成果をもとに、事業化の段階に
進むためには、研究成果を利用したいと望む誰もが、その成
果を容易に利用可能であることが求められる。基礎研究段
階から、実用化研究の段階を経て事業化に至る、という流
れである。一方、前節の第2種基礎研究の問題点でも挙げた
ように、基礎研究成果をもとに事業へ発展するという図式
は、実現の保証が約束されている訳ではない。図2は、基礎
研究の段階から事業化に至るまでの流れと、陥りやすいと
指摘されている問題点を表している。
　ここまでの説明に対して、CSセミナーで次のような質問が
あった。以下、発言者の名前は敬称を略す。

 [南] では、第2種基礎研究とは、実用化研究のことなの
か。

　図2に示した実用化研究は、将来の事業化を目指した研
究の発展段階の1つである。基礎研究成果をもとに、社会
的に認知可能な形の研究成果を得ようとする研究を意味す
る。よって、前節の定義より、第2種基礎研究 ⊇実用化研
究」（実用化研究ならば、第2種基礎研究 ）は成り立つ。一
方、「第2種基礎研究 ⊆実用化研究」（第2種基礎研究なら
ば、実用化研究 ）が成り立つならば、図2に示した「基礎研
究 →実用化研究 →事業化」の図式より、第2種基礎研究
の目的は事業化となる。かたや、第2種基礎研究の中には、
要素技術や特定の材料を抽出した後、その技術や材料を科
学的な目で観察して、体系化する衝動に駆られることがあ
る。つまり、第2種基礎研究の目的が常に事業化であるとは
言い難い。よって、「第2種基礎研究  実用化研究」である
と考えるのが自然である。
　ジャーナルSynthesiologyは、第2種基礎研究の成果を発
表する論文誌であると謳っている[1]。確かに、従来の価値
基準では論文の題材としては取り上げにくい研究プロセス
こそが、第2種基礎研究では重要である。Synthesiologyで
は、研究プロセスに注目し、それを論文の題材として取り上
げる、としている。
　上述の「第2種基礎研究  実用化研究」であるという考
察を合わせると、Synthesiologyは、第2種基礎研究の、特に
（図2の意味の）実用化研究の成果やその研究プロセスを図1　2種類の基礎研究
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発表する論文誌である、と言うのが正確だと考えるが、どう
であろう。
　次に、図2そのものについて、以下のような意見があっ
た。
 
[佐藤] 企業やプロジェクトの種類によっては、研究成果の出
口イメージは明確になり、矢印の向きが逆向きになるのでは
ないだろうか。例えば、（事業部などからの要請で）開発目
標となる製品のイメージが最初に示される場合には、要求
を実現するために必要な基礎研究の成果は何か、また人員
をどう構成するかを検討して、研究を開始することが多いの
ではないか。

　粛 と々製品開発に取り組む企業の一部、または短期的な
研究プロジェクトで具体的な成果を収めようとする場合は、
トップダウン的なマネージメントになるかも知れない。しか
し、第1種基礎研究では、「未知なるものを明らかにしたい」
という意志に動かされて研究を行う。そのため、新たに発見
した知識が、直ちに事業化への足がかりになることは少な
い。特に基礎科学的な研究分野では、成果が実際に社会で
生かされるまでには長い時間がかかったり、埋没してしまう
ことが多い。図2は、そうした基礎研究の成果が事業化段階
に至るまでに、研究者が陥りやすい状況を説明している。
　また製品開発であっても、非常に意欲的な製品を開発し
ようという場合、出口のイメージは明確だが、製品化を実現
するために必要な基礎研究の成果がすぐに見つかるとは限
らない。そこで全く新しい基礎的な研究成果を得ようとし、
ここで得られた基礎研究成果を事業化につなげるには、図
2に示したような流れで研究が行われる。こうした場合、図2
で指摘した状況に陥るかも知れないことは容易に想像でき
る。
 
4　開発の苦労話と技術報告書
　ジャーナル発刊の趣旨の文に、次のような記述がある。
「もちろん、これまでも研究者によって基礎研究の成果を社
会に生かすための活動が行われてきた。しかし、そのプロ

セスはノウハウとして個々の研究者の中に残るだけで、系統
立てて記録して論じられることがなかった」。この主張につ
いては、一部に誤解を招く恐れがないか、という指摘があっ
た。

[佐藤] 新ジャーナルが、第2種基礎研究の研究プロセスを
論文として取り上げようと言っているが、企業ではすでに、
社内刊行物に事業化の流れやプロジェクトの苦労話などを
文章として残すことが一般的になっている。こうした刊行物
は、○○技報、××社報などの名前で発刊され、同業他社
の刊行物は企業内の図書館で閲覧可能である。また一般に
も入手可能である。

　例えば、日立グループでは新製品・システムを紹介しなが
ら事業や技術の方向性を報告する刊行物として「日立評論」
（http://www.hitachihyoron.com/）が定期的に刊行され
ている。2008年2月号のタイトルは「特集電力・エネルギー
分野の最新技術開発」である[4]。大学や研究機関の研究者
らが執筆する論文とは異なり、「原子力事業のグローバル化
への取り組み」、「日立 H−25ガスタービンの特徴と適用例」
など、新製品・システムの紹介を中心に、製品に関係した技
術、適用例、開発を進める際の苦労話などが記事として取
り上げられる。
　他にも、三菱電機技報[5]、NEC技報[6]、東芝レビュー[7]

などは、ウェブサイトから基本的に無料で配信されており、
誰でも閲覧可能である。一方、NTT DoCoMoテクニカル・
ジャーナル[8]やトヨタテクニカルレビュー[9]などは、雑誌とし
て販売されている。
　社報や技報は、おもに組織内部の活動を外部に紹介した
り、解説する機会であるから、外部からの投稿を受け付け
ていない場合が多い。また、企業が個別に掲げる理念や目
標を逸脱するような主張は、社報や技報の記事にはなりに
くい。また、研究分野によっては、当為的知識や総合的判断
（synthetic judgment）を論文に含めることをためらう文化
がある。こうした状況から、基礎研究に軸足を置く研究者ら
が、成果を社会に役立てようとする活動の中で総合的考察
が得られたとしても、その考察を系統立てて論じるための
受け皿があるとは必ずしも言えない。 

5　公開しない研究成果 
[古川] 第2種基礎研究では、分野によっては、事例研究が成
果となる場合が多いと思うが、守秘義務契約などによって
公表できないことはないのか。

　企業では、利益に直結するような研究成果は非公開が原図2　実用化段階の研究 

実用化研究
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研究資金の不足
事業化実現のリスク
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サポート体制の不足
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段階
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則である。例えば、LSIの歩留（ぶどまり）向上技術に関す
る研究は、半導体企業では重要なテーマである。歩留とは
一般に、原料の使用量に対する製造品の量の比率をいう。
半導体分野では、生産したICチップやメモリーなど、製品の
全数量の中に占める所定の性能を発揮する良品の比率を表
す。通常は、歩留をある割合に設定して、製品価格を設定す
る。つまり、歩留が初期の割合より向上したら、その分は企
業の利益につながる。
　したがって、LSIの歩留向上技術に関する詳細は、半導
体企業にとってはきわめて重要な情報である。企業の研究
者や技術者が、歩留向上のためのアイデアや技術を提案で
きたとしても、それを研究成果として、学会を含め社外に公
表できないことが一般的である。
　一方、大学や公的な研究機関は、集積された知識を利用
し、また普及させることによって科学技術の発展に寄与する
ことを目指すのが原則である。ところが現実には、研究成果
の詳細をあえて公表しないことがある。だれかに経済的損
失を与えると予想できるような研究成果が得られた場合、
大きな損失にならないよう対策を講じるために成果の公表
を遅らせたり、公表を差し控えたりする。また、事業化を目
的とする研究では、戦略的な理由により研究成果を公表し
ない。どうやってその成果を得たのか、その成果は再現可能
なのか。研究の肝をあえて公表しないことで、同様に事業化
を目指す競争相手に追随させないためである。
　研究成果を特許という目に見える形で公開するという選
択肢もある。実用化研究が一段落して、次の研究を開始す
る資金的余裕のある場合の選択肢である。しかし、およそ 
2−3年と言われる審査期間を待てない場合には、研究成果
の独占的利用権を与える契約（ライセンス契約）が有力な選
択肢となる。この場合、少なくとも契約期間内は成果の詳細
を公開しないことが契約条件となる。その結果、論文の材
料が著しく減るので、外からは「研究は行ったが、成果は少
ない」という評価が下されてしまう。
　さらに、どこまで学術論文として公表するのか、という研
究の取り分についての交渉や取り決めは、研究を開始する
以前に行われる。研究のリーダーシップをとるものが、将来
を見据えた抜け目ない交渉ができるかどうかによって、論文
という成果物をどのくらい出せるかが大きく左右される。優
れた研究成果でもイノベーションにつながらないといわれる
「研究の日本型デスバレー」は、リーダーシップの育成の仕
方に一因があると言われているが、リーダーシップのあり方
１つで公開できる成果も大きく変わってくる。
　第2種基礎研究の、特に、事業化や製品化を目指す研究
では、実にさまざまな理由で、成果を公開できないことが分
かる。しかし、Synthesiologyは、発言の場がなくて困ってい

る研究者を助けようという発想ではない。研究者が他の研
究者らに是非知っておいてもらいたいと前向きに思うことを
論文という形で記録し、集積した知識を再構成して利用す
ることが、このジャーナルの目的だと考える。 

6　Synthesiologyへの期待と疑問
　実用化研究の成果やその研究プロセスを発表する論文
誌として、Synthesiologyの今後の動向に注目したい、とい
う意見が討論会では多かった。一方、よい論文を掲載しよう
とする論文誌側の希望とは裏腹に、よい論文ほど既存の学
会誌に流れて行ってしまうのではないか、という指摘があっ
た。
 
[佐藤] （産総研外の人間として）論文を投稿する側の立場
に立てば、質の高い論文ほど既存の著名な学会誌に投稿し
たいと考えるのが自然である。事業化や製品開発に関連す
る論文でも、ビジネスとしての新規性や製品としての優位性
があれば論文として扱われるため、Synthesiologyだけが受
け入れ先として優位になるとは限らない。

　この問題は、新刊ジャーナルが抱える共通の問題であ
る。Synthesiologyの場合、アポステリオリ（a posteriori）な
知識から『構成』のための一定の法則や一般論を導こうと
している。したがって、構成のための学という観点で論文を
評価されたいと考える研究者らを対象としている以上、既
存の学会誌との棲み分けは可能である。またジャーナルは、
こうした第2種基礎研究を学として確立するために貢献した
いという研究者らにメッセージを発し続ける役目を担う。
　一方、第4節でも指摘があった通り、研究・開発・製品化
の一通りを行う企業の多くは、実用化研究の成果や研究開
発プロセスについての記事を社内向け刊行物に掲載し、一
般に公開している。産総研が新たに取り組むSynthesiology
でも同様に、実用化研究の成果や研究開発プロセスを、記
事として手厚く取り上げようとしている。したがって、この点
だけを強調してしまうと、企業の技報や社報との本質的な
差異を見い出しにくくなる。
　製品化を意識する以前からの基礎研究にもとづく、研究
プロセスを論じた論文は、企業の技報や社報の記事とは、
本質的な違いがあるはずである。また仮に、Synthesiology
に掲載される論文の多くが産総研内からの投稿であって
も、学会と社会との板挟みにある研究者が、いかなる思考
プロセスをもち、いかに研究を昇華させていくのかという記
事であれば、産総研以外からも多くの共感が得られるはず
である。
　いずれにせよ、新ジャーナルの浮沈についての結論を得
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るには、ジャーナルの今後を見るより他ない。
　一方で、いかなる研究であっても、普遍性をもつ主張を含
んだ成果や研究プロセスであれば、それを文章化して公開
することは十分な価値がある、と言えないだろうか。 

[稲葉] 実用化研究の成果や研究プロセスに話題を限定せ
ず、研究の苦労話を公表する開かれた機会としてとらえる
と、Synthesiologyの独自性と存在価値は主張できるのでは
ないか。その意味では、基礎研究に重点を置いた国内最大
規模の研究機関である産総研には、話題提供が可能な研
究者が多いのではないか。

　コンピュータ黎明期にvon Neumannが書いた有名な 
“First Draft of a Report on the EDVAC”[10]は、第2種
基礎研究の論文、または当為的知識を記載した論文と言え
るだろうか。当時のコンピュータ技術は機密情報の扱いを
受けていた。特に、EDVACの前身であるENIACの詳細を
明らかにする論文は少なかった[11]。Von Neumannの書いた
その論文（草稿）は、当時の最先端技術を解説する技術文
書というより、プログラム内蔵方式のコンピュータ（現在の
コンピュータの原型）のアーキテクチャを、数学者としての
視点で総合的に解説した学術論文に近い。実際に、プログ
ラム内蔵型コンピュータの基本構成要素と基本演算の処理
の流れについて、コンピュータ設計の技術的詳細に立ち入
らず、普遍的であるが概念的な説明をしている。この“First 
Draft”とそれに続く数編のvon Neumann論文の影響によ
り、1948年以降、世界各地にプログラム内蔵型コンピュータ
の誕生がもたらされ、標準的なコンピュータとして世界中に
普及していく[12]。 
　Von Neumannの論文の例は、特殊な事例かも知れない。
しかし、この例から次のような教訓が得られる。第2種基礎
研究の成果を分析整理して再合成（analysis and synthesis）
して得られた学術的考察は、当為的知識と事実的知識の境
界が明確ではない。たとえ事実的知識のみから構成された
論文であっても、論文に込められた著者の主観（subjective 
statement）は、にじみ出てきてしまうのである。
　では当為的知識の論文とは、一体どのようなものだろう
か。従来の科学論文は、事実の積み重ねのみにより結論を
導く事実的知識の論文である。よって、主張の真偽は、特定
の知識領域の上で判定可能である。
　しかし、当為的知識には主観的な主張が含まれる。 
“No ought from an is”（「である」から「べき」は導き出
せない）の立場では、明かな誤りを除き、当為的知識の論文
の主張は、妥当性や真偽さえも最終的な判断は読者に委ね
られる。

　一方、当為的知識と事実的知識は領域不可分であるとい
う立場[13]では、当為的知識の論文とは、社会通念や価値観
などを含む枠組みの中で、事実の積み重ねにより導き出さ
れた結論を述べる機会である。やはり、真偽や妥当性を判
定しにくい部分が生じる可能性はある。
　当為的知識や主観を掲載する論文に対する解釈がいず
れの立場でも、多くの学術論文誌が避けようとした状況を受
け入れて、ようやく当為的知識の論文は発表の機会を得る。
Synthesiologyは、発刊の目的を達成するために、敢えて論
文誌としては困難な状況を受け入れようと宣言している。こ
うした姿勢だけ見ても、論文誌としての独自性があるのでは
ないか。
　次に、扱う論文がさまざまな研究分野に及ぶ点について、
査読プロセスの問題が指摘された。
 
[佐藤] 投稿された論文の査読については、多種多様な製品
分野に関係した論文を対象とする。したがって、査読の質を
どう均一化するのか、査読プロセスや結果をどう公平化す
るのか。

　この点については、査読者と論文執筆者との議論が論文
ごと最後に掲載されており、査読プロセスの透明性は確保
されている。また、査読の質が保たれているかどうかは、そ
の議論の内容を知ることによって確認することができる。さ
らに、客観的に検証可能な誤りは、査読プロセスで取り除
かれるが、主観的な要素を含む主張（結論）の真偽や妥当
性を（1）査読者はどうみるか、（2）最終的な判定を読者に
委ねるか、などを伝えることができる。
　新しいジャーナルが、独自の趣旨を掲げて論文を募集す
るというのは、傍目から見れば独善的かも知れない。しか
し、その趣旨に賛同し、ジャーナルの存在価値を高めようと
する人が、産総研外に多く生まれれば、Synthesiologyの背
景にある産総研の理念も含め、ジャーナルとしての存在は正
当化される。 

[南] そのためには、ジャーナルとしての認知度を上げること
が先なのか、それともジャーナル発刊の趣旨を理解してもら
うことが先なのか。

　ニワトリが先か、タマゴが先か、という議論には結論がな
い。むしろ、なぜ産総研では、基礎研究、応用研究、設計開
発という分類ではなく、第1種基礎研究、第2種基礎研究、
製品化研究と分類するのかなど、産総研が独自に提唱する
概念をいかに定着させるかを考える方が、ジャーナルの議論
より先かも知れない。 
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7　むすび 
　CSセミナーでの討論会を通じて、Synthesiology発刊が
意味するジャーナルの観念的な目的に触れる機会が得られ
た。また、検討すべき問題や将来に向けての課題のいくつ
かも明らかになった。容易に解決可能な問題ではない。しか
し、これらの問題を、今後どのように解決していくかが、新
ジャーナルSynthesiologyの成功の鍵を握るのは確かであ
る。

謝辞
　イリノイ大学計算機分野の日本人研究者、特に、CSセミ
ナー参加者の皆さんには、多くの助言や励ましを頂きまし
た。José Meseguerイリノイ大学教授からは、事実（fact）と
価値（value）の概念、およびその周辺事情について、助言を
頂きました。最後に、イリノイ大学での滞在および在外研究
に協力や支援をしてくださった関係者の方々に、深く感謝し
ます。

（受付日 2008.5.23）

(58) −



論説：シンセシオロジー発刊について（大崎ほか）

− 228　　　　Synthesiology　Vol.1 No.3（2008）

学系研究科コンピュータ科学専攻に進学するが、翌年渡米し、 2002
年よりイリノイ大学コンピュータサイエンス学科博士課程。コンピュー
タビジョン、コンピュータグラフィックスが専門。主に画像ベースの高
精度 3 次元形状復元、モーションキャプチャーの研究を行う。 2008
年 5 月イリノイ大学コンピュータサイエンス学科よりPh.D. 授与。

南 和宏（みなみ かずひろ） 
Department of Computer Science, University of Illinois at 

Urbana-Champaign （イリノイ大学アーバナシャンペーン校コンピュー

タサイエンス学科） 
2007年よりイリノイ大学ポスドク研究員。同年 8月から 12月には、

イリノイ大学客員講師として、データベースシステムの講義を担当。ダー
トマス大学コンピュータサイエンス学科より Ph.D. 授与 （2006）。分散
システムのセキュリティ、特にアクセスコントロールの研究に従事。現
在は、分散証明システムの情報の機密性の関する研究に取り組む。 
Institute for Information Infrastructure Protectionフェローシップ
受賞 （2006.8–2007.7）。

(59) −


